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２０１４年に新設した産業創出部門制度は、企業と大学による組織対組
織型の共同研究実現を目的とした制度であり、企業が本学内に研究室
および研究所を構えることで、より密接な共同研究を実施するための新
しい制度である。産業創出部門制度では、大学と企業がイコールパート
ナーになるとの認識の下、本学からも様々な利益を企業に提供してい
る。たとえば、企業研究者への本学教員資格の付与・学内最新機器へ
のアクセス・新規学内研究者の紹介・新知財ポリシーの提供などであ
る。
平成２８年度は、日立製作所が日立北大ラボを本学内に設置した。日立
北大ラボは、「課題先進地域をissue design」とするミッション設定をし、
①エリアデザイン・地域創生、②食と健康、③社会創造数学モデルの具
体的３テーマについて、北海道が直面する社会的課題を本学との幅広
い組織対組織型の共同研究関係を通じて解決を図るものである。

日立北大ラボは、本学に常設の研究室であり、日立製作所からの研究員（客員教
授、研究員）が常駐している。体制は日立北大ラボと本学産学・地域協働推進機
構が連携を取る形で、組織対組織での形態を取っている。
産学推進本部では、日立北大ラボ専任の産業協働マネージャを置き、常にコミ
ニュケーションのルートを確保して風通しを良くするとともに、新規教員の紹介や各
種相談に乗るような体制を引いている。
また、定期的にトップマネージメント同士の進捗確認会を実施することでイコール
パートナーシップの維持につとめると共に、相互の信頼関係の醸成も図ることとし
ている。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

研究成果の社会実装を主眼として、国内を中心と
した活動から海外への技術移転活動も強化して
いく方針である。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とそ
の具体例（特色ある研究成果（特許等））

フード＆メディカルイノベーション国際拠点（ＦＭＩ拠
点）を軸に、本学が得意とする食及び健康について
重点的に強化を進めている。

組織的産学官連携活動の取組事例

産業創出部門制度による日立北大ラボの学内設置

本件連絡先

機関名 部署名

組織対組織の大型共同研究を誘致するため、産
業創出部門制度を２０１４年に新設し、企業研究
室・研究所の大学内設置を推進している。

研究推進部産学連携課 011-706-9197 sangaku@research.hokudai.ac.jpTEL E-mail北海道大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動
の取組方針
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　本学と包括連携協定を締結している白糠町との取組で、アイヌ民族に古くから
伝承される有用植物を中心に白糠町に自生する植物の機能性を見出し、それ
をもとに白糠町で栽培、新しい保健機能食品の開発、そして販売までを一貫し
て行うことで六次産業化の展開を目標とする。
　少子・高齢化社会を迎えた我が国が持続可能な社会を形成するためには、認
知症の過半数を占めるアルツハイマー病（AD)の克服が課題となっており、本取
組では特に認知機能改善効果が期待される新機能物質をアイヌ伝承有用植物
から見出すことに焦点をあて、アイヌ伝承有用植物のサンプリング及びライブラ
リー評価を行った。
　今後は更に多くの有用植物の採取、ライブラリー作成・評価を行い、商品化、
製品開発に向けて、既存の商品（ドレッシング、醤油など）の加工、物質添加の
方法などについての検討、研究を行うこととしている。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

自治体等との連携を推進し、地域が抱える課題の解
決や地元産業の振興等に関する取り組みにより地域
を活性化していく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

バイオテクノロジー：アイヌ伝承有用植物の機能性評価

組織的産学官連携活動の取組事例

アシル-トイタによる新産業構築事業（※アシル-トイタとはアイヌ語で「新たな農業」の意味）

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail室蘭工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動の取
組方針

学術研究の成果を地域・国際社会へ還元するととも
に、産官学連携を推進し、豊かな社会の発展に貢献
する。

総務広報課研究協力室 0143-46-5023 renkei@mmm.muroran-it.ac.jp

- 2-



　本取り組みは、高い技術力を有するにもかかわらず、大企業からの高付加価値製品
である耐熱耐摩耗部品の発注を受けることができない中小鋳造関連企業について、本
学の主導の下、複数の関連中小企業が協働する共同受注・一貫生産体制（以下「鋳物
シンジケート」という。）を構築し、個々の企業力では困難であった大規模受注を可能と
し、大企業からの受注拡大を目指している。鋳物シンジケートは、道内中小企鋳造企業
を中核とし、最終的には、国内各地のエンドユーザーの近くで製品製造する鋳物拠点
ネットワーク構築を想定している。

　共同受注・一貫生産を可能とするためには、鋳物シンジケートに参画する企業の製造
技術・品質管理能力を向上・均一化する仕組みの構築が必要である。そのため、本学
では、鋳物シンジケートの中核企業と共同で従来品以上の耐熱耐摩耗性をもつ多成分
合金鋳鉄材料の研究開発を行う一方、当該研究開発成果の鋳物シンジケート内におけ
る共有や、経済産業省の補助金を活用し、今後本学に導入する高性能検査機器を利
用した、本学発ベンチャー（平成29年秋頃設立予定）による技術指導や製品の品質検
査を行う仕組みを通じて、その実現に取り組んでいく。

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

自治体等との連携を推進し、地域が抱える課題の解
決や地元産業の振興等に関する取り組みにより地域
を活性化していく。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

中小企業との連携：鋳物シンジケート

組織的産学官連携活動の取組事例

中小企業同士の連携体制の構築

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail室蘭工業大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動の取
組方針

学術研究の成果を地域・国際社会へ還元するととも
に、産学官連携を推進し、豊かな社会の発展に貢献
する。

総務広報課研究協力室 0143-46-5023 renkei@mmm.muroran-it.ac.jp
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【背景】2020年の東京オリンピックを契機に、食品産業を取り巻く状況は大きく
変化している。それは、国際化に対応して全食品事業者へHACCP(Hazard
Analysis and Critical Control Point)義務化の動きがあるためである。特に注目
すべき点は、食品加工・製造・販売の営業許可を有する全ての企業・団体・個
人以外に、当該許可を保有しないが食品製造を行う企業についても義務化の
対象として予定されていることで、地域の中小零細企業にとってはHACCPを含
む食品安全マネジメントシステムの運用が大きな懸念材料となっている。
【活動内容】このような課題解決のために、地域連携推進センターを中心とし
てHACCPシステム認証取得のための技術的支援ばかりでなく、各企業内で
HACCPシステムを構築、維持管理することにより自立的に運用できる人材の
育成に取り組んでいる。本学の食品安全マネジメントシステムに関する教育の
特徴は、座学に留まらず、食品安全管理基準を満たした各種施設での実践的
な演習が可能という点である。
【平成28年度実績】食品加工・販売、ホテル厨房、レストランの従事者を対象と
してHACCPシステム構築研修、HACCP内部監査員研修、5S(整理・整頓・清
掃・清潔・躾)セミナー等を開催し、地域の企業・団体に対する北海道HACCP
認証取得支援を6件、北海道HACCP導入型基準適合支援を2件実施した。
【参考URL】上記の活動は地方公共団体等と連携して行っており、その一端
は、帯広市が推進しているフードバレーとかち推進協議会が発行した中小企
業のHACCP導入事例集にも紹介されている。
http://www.city.obihiro.hokkaido.jp/shoukoukankoubu/kougyourouseika/HACCP_JIREISYUU.data/2016HAC

CP.pdf

概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

知的財産の有効活用、企業等の「組織」対「組織」に
よる本格的な連携。

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

食料の生産から消費まで一貫した環境が揃う北海道十勝地
域を基盤とした農畜産学および獣医学分野、「高精細画像解
析による食肉評価システムの開発」、「高品質堆肥の製造方
法及び環境型堆肥化システムの研究開発と普及」、「十勝産
小麦を活用した新しいパンの製造方法と商品化」

組織的産学官連携活動の取組事例

HACCPを含む食品安全マネジメントシステム運用に関する地域企業への支援

本件連絡先

機関名 部署名

「知的財産の創出及び社会還元」と「地域及び国際社
会の産業振興に貢献する人材育成」を目標とした産
学官連携活動を適切かつ効果的に推進する。

地域連携推進センター 0155-49-5771 crcenter@obihiro.ac.jpTEL E-mail帯広畜産大学

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動の取
組方針
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本件連絡先

機関名 北見工業大学 部署名 研究協力課 TEL 0157-26-9152

概要 体制図等

E-mail kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動の取
組方針

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

本学は、大学の使命である教育、研究および社会貢
献に取り組み社会の発展に寄与する。また、産学官
連携が社会との相互作用の原点であることを強く認
識し、地域における知の拠点としての役割を果たす。

・環境・第一次産業や寒冷地関連の工学
・地域の自治体・公組織との連携

・産業振興に向けたさらなる地域との連携
・地域との連携による人材の育成と定着

組織的産学官連携活動の取組事例

アスリートの国際的活躍・冬季生涯スポーツの定着による社会への貢献を目指して

＜概要＞
　冬季スポーツ科学研究推進センターを平成28年4月に設置した。積雪寒冷地
域に立地する北見工業大学の特色ある研究テーマとして、冬季スポーツに集
中的に取り組み、アスリートの競技力向上を目指す。また、地域での生涯ス
ポーツとしての冬季スポーツの発展と定着により、高齢化・過疎化が進む地域
社会の活性化と地域住民のQOL（生活の質）向上を目指す。当センターでは、
冬季スポーツの中から「アルペンスキー競技」と「カーリング競技」を取り上げ、
用具開発やスキル解析などの研究を進めている。
＜アルペンスキー＞
　北見工業大学では、平成25年に国内唯一の研究設備 Sky Tech Sport Ski
Snowboard Simulator を導入した。日本を代表するスキー選手がこの設備を実
際に使用し、一緒に研究開発を進めている。工学的手法を用いて、滑降タイム
を短縮するスキーブーツを設計・開発するだけでなく、ブーツのカスタマイズ用
パーツの製品化、そして事業化を目指している。テレビで放映された動きを、
3D CADモデルで再現する新たな技術の開発にも取り組んでいる。世界トップ
レベル選手のターン動作を再現し、力学的観点から解析することで選手の成
績向上を図る。
＜カーリング＞
　カーリングのストーンの行方を左右する「スイーピング」について研究してい
る。ブラシで氷を擦る「スイーピング」の力を計測・記録することができるブラシ
を開発し、選手のスキルアップとトレーニング法の確立につなげている。また、
ストーンを投げる「ショット」に関するデータをクラウドサーバに集積し、認知科
学や人工知能を利用して選手のトレーニング効果の向上と戦術支援システム
の開発を目指している。
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概要 体制図等

・産学官連携活動について今後重点化したい事項

・産業振興に向けたさらなる地域との連携
・地域との連携による人材の育成と定着

・産学官連携活動における大学等の得意分野とその具
体例（特色ある研究成果（特許等））

・環境・第一次産業や寒冷地関連の工学
・地域の自治体・公組織との連携

組織的産学官連携活動の取組事例

オホーツク地域の豪雨災害増加への対応策立案に向けた取り組み　―地域社会の安全安心のために―

組織的産学官連携活動における取組方針等

・大学全体の経営理念における産学官連携活動の取
組方針

本学は、大学の使命である教育、研究および社会貢
献に取り組み社会の発展に寄与する。また、産学官連
携が社会との相互作用の原点であることを強く認識
し、地域における知の拠点としての役割を果たす。

研究協力課 0157-26-9152

本件連絡先

機関名 部署名 TEL E-mail kenkyu03@desk.kitami-it.ac.jp北見工業大学

＜背景＞
平成28年8月に、北海道を連続して４個の台風が襲来し、国内でも最も降水量
の少ない道東地域の降雨記録を大きく塗り替える豪雨となり人的被害を含め広
範で深刻な被害をもたらした。この災害は、多くの要因が複合的にからみ合っ
て発生していることから、その究明と対策には、地域や行政機関がこれまでに
ない大きな困難を抱えている。

＜概要＞
このような状況を受けて、地域に貢献する研究開発を強力に推進するため、研
究推進機構に複合型豪雨災害研究ユニットを設置し、これまでに経験しなかっ
た複合的豪雨災害について、農業を基盤とした寒冷地域に広域分散型の都市
形態を有する地域特性を踏まえ、河川工学・橋梁工学・地盤工学の領域の専門
家が共同し、これまで十分に解明されてこなかったこれらの分野が関わり合う
橋梁被害、堤防被害、農地被害に焦点を当てて、それぞれの分野から融合的
に現象を解明し、対策手法の立案を行い、地域の防災・減災（安全安心）への
貢献を目的に研究を行っている。さらに、研究ユニットメンバーは、北海道や北
海道開発局の防災有識者・調査委員会委員として活動しており、北海道や北海
道開発局等行政機関、建設コンサルタント業者等とも連携して情報の共有化を
行い、防災・減災への計画と設計に関する検討を行っている。なお、これらの成
果については、国内外の学会や地域住民、行政機関への情報発信を行い、地
域の中核拠点としての役割を果たすものである。
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